[bookmark: _GoBack]実施要綱　別記第22号様式
市町村名	（人口:	人）
豪雪地域指定の有無	（ 有 ・ 無 ）
 
福祉のまちづくり／高齢者・障がい者等の自立生活支援／子どもの健全育成促進事業 [ (25)高齢者等の冬の生活支援事業 ] 
	区分
	実施主体等
	
	
	総事業費
	交付対象経費
	交付金額

	ア　除雪ロータリー等
設置
	(実施主体)

	１  形式・構造

２  月平均車輌稼働日数/台 
日／台
３  月平均利用人員/台 
人／台
申請台数	台
既存台数	台
合計台数	台
	
 独居老人	世帯
 老人夫婦	世帯
 	世帯
 	世帯
    計	世帯
	円


	円


	円 














(うち加算分:     　　　　　　円)


	
	(管理運営方法)

	
	
	
	
	

	イ　冬期間の増嵩経費
に対する支援
	(実施主体)

	１  事業内容



２  事業方法
    現金・購入券・商品券

　　現物・その他(　　　　)


３  1世帯あたりの給付額
　　　　　　　            円

	  　　               うち市町村 
                     民税非課税
 高齢者         世帯(      世帯)
 障がい者       世帯(      世帯)
 母子・寡婦      世帯(      世帯)
 要保護         世帯(      世帯)
 被保護　　　　 世帯(      世帯)
 その他         世帯(      世帯)
   計           世帯(      世帯)

 「その他」世帯の具体的内容


	





(　　　　　)






	












	

	
	(委託先)

	
	
	
	
	

	ウ　高齢者や障がい者
等の地域における
自立生活の支援
	(実施主体)

	(事業内容及び実施期間)

	(参加人員等)

	
	
	


※　「イ　冬期間の増嵩経費に対する支援」の内容を記載するに当たっては、次の点に留意すること。
　①「事業内容」欄の「３　１世帯あたりの給付額」について、現物で支給（給付）した場合は、現金換算して記載すること。
　②「対象者」欄には、市町村が支給（給付）した世帯数（交付対象世帯以外も含む。）を、区分ごとに記載すること。
　③「総事業費」欄には、交付対象世帯以外の世帯に支給（給付）した場合には、その支給（給付）額も含めること。
　　また、事務費は内数とするとともに、（　　）内に再掲すること。　
